


 

 

はじめに 
 

 我が国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で大幅に下押しされており、今後も厳しい状況が

続くものと見込まれています。 

 加えて、多くの企業では、頻発する大規模自然災害や少子高齢化と人口減少による国内市場の縮小、原

材料費の高騰や設備の老朽化、人手不足の深刻化とそれに伴う人件費の上昇、後継者難による事業承継の

困難化など様々な課題を抱え、その対応に苦慮しています。 

 このような状況下、地域経済の担い手である中小企業が成長していくためには、機動性や創造性を活か

して経営を革新し、環境変化に対応していくとともに、産業の垣根を越えた幅広い連携により新たな事業

展開を図り、新商品・新技術・新サービスの開発に積極的に取り組んでいくことが重要です。 

 本会では、毎年会員組合傘下企業のご協力のもとに「中小企業労働事情実態調査」を実施し、中小企業

の労働事情を明らかにし、中小企業労働対策の基礎資料としております。特に本年度は、従来の賃金、労

働時間、経営等の基本項目のほか、高年齢者の雇用状況、新型コロナウイルスの影響についての項目を追

加して調査を行いました。 

 本報告書が、県内中小企業の労働事情の実態把握と労働環境改善の一助となれば幸いです。 

 最後に本調査の実施にあたり、ご協力いただきました調査先事業所の皆様に対し厚くお礼を申し上げま

すとともに、今後ますますのご発展をお祈りいたします。 

 

 

 

令和３年１月 

 

 

富山県中小企業団体中央会 
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Ⅰ．調査のあらまし

１．調査の目的

 本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並びに中央会

の雇用・労働対策事業の推進に資することを目的とする。

２．調査実施方法

富山県内中小企業800社を任意抽出し、対象事業所に対して郵送により調査票を配布して実施 

３．調査対象産業の選定

次に掲げる調査対象産業より任意抽出 

Ａ．製造業 ａ．食料品製造業 

ｂ．繊維工業 

ｃ．木材・木製品製造業 

ｄ．印刷・同関連業 

ｅ．窯業・土石製品製造業 

ｆ．化学工業 

ｇ．金属・同製品製造業 

ｈ．機械器具製造業 

ｉ．その他の製造業 

Ｂ．情報通信業 

Ｃ．運輸業 

Ｄ．建設業  ａ．総合工事業 

ｂ．職別工事業（設備工事業を除く） 

ｃ．設備工事業 

Ｅ．卸売業 

Ｆ．小売業（飲食店を除く） 

Ｇ．サービス業 ａ．対事業所サービス業 

ｂ．対個人サービス業 

４．調査対象事業所数

調査対象を800事業所として、製造業55％（440業所）、非製造業45％（360事業所）の割合で調査 

５．調査の内容

（1）経営に関する事項 

（2）労働時間に関する事項 

（3）有給休暇に関する事項 

（4）新規学卒者の採用に関する事項 

（5）高年齢者の雇用に関する事項 
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（6）新型コロナウイルスに関する事項 

（7）賃金改定に関する事項 

 

６．調査時点 
令和2年7月1日現在 

 
７．調査票の設計と作成 

全国中小企業団体中央会において、全国統一調査票を設計・作成。 
 

８．集計 
全国中小企業団体中央会による。 
 

９．調査回答数 
326事業所、回答率 40.75％ 
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Ⅱ．回答事業所の概要 

 1．業種別・規模別回答状況 

回答事業所の業種別・規模別状況は下表のとおり。富山県の回答事業所326の内訳は、製造業が166

事業所、非製造業が160事業所で、1事業所当たりの平均従業員数は36.56人であった。 

 

 

 

13.8%

10.8%

16.9%

17.5%

20.5%

14.4%

23.0%

25.3%

20.6%

11.3%

7.8%

15.0%

23.9%

24.1%
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10.4%

11.4%

9.4%

県全体

製造業

非製造業

規模別回答状況

1～4人 5～9人 10～20人 21～29人 30～99人 100～300人
 

 
 

 

　1～4人 　5～9人 　10～20人 　21～29人

20,116 6,965 3,287 3,678 6,770 4,622 2,148 4,943 1,437

326 102 45 57 112 75 37 78 34

　製造業　計 166 52 18 34 55 42 13 40 19

　　食料品 23 8 5 3 7 5 2 7 1

　　繊維工業 15 1 1 6 5 1 7 1

　　木材・木製品 11 4 1 3 5 3 2 1 1

　　印刷・同関連 10 1 1 4 4 1 4

　　窯業・土石 27 19 3 16 7 5 2 1

　　化学工業 6 2 1 1 3 1

　　金属、同製品 51 12 4 8 17 13 4 13 9

　　機械器具 13 2 1 1 6 5 1 3 2

　　その他 10 5 3 2 1 1 4

　非製造業　計 160 50 27 23 57 33 24 38 15

　　情報通信業 2 1 1 1 1

　　運輸業 28 2 2 10 4 6 14 2

　　建設業 44 14 4 10 18 14 4 9 3

　　　総合工事業 15 6 6 4 2 2 4 1

　　　職別工事業 8 4 2 2 3 2 1 1

　　　設備工事業 21 4 2 2 11 10 1 4 2

　　卸・小売業 54 21 15 6 21 10 11 6 6

　　　卸売業 34 7 6 1 16 8 8 6 5

　　　小売業 20 14 9 5 5 2 3 1

　　サービス業 32 12 7 5 7 5 2 9 4

　　　対事業所サービス業 19 5 3 2 5 3 2 6 3

　　　対個人サービス業 13 7 4 3 2 2 3 1

　　富山県　計

業種別

製
造
業

非
製
造
業

事業所数 1～9人 100～300人

　全国

10～29人 30～99人
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 2．常用労働者の男女比率 

 常用労働者を男女の比率で見ると、県全体では「男性」が69.4％、「女性」が30.6％で、前年度とほぼ

同様の値となっている。業種別で見ると、「男性」の比率が最も高いのは「運輸業」の89.6％、次いで「職

別工事業」の87.3％となっており、「女性」の比率が最も高いのは「情報通信業」の71.4％、次いで「小

売業」が66.0％となっている。 

 

男性 女性

　全国 20,114 644,017 70.1 29.9

326 11,918 69.4 30.6

　製造業　計 166 6,219 64.2 35.8

　　食料品 23 615 37.7 62.3

　　繊維工業 15 558 35.3 64.7

　　木材・木製品 11 375 66.9 33.1

　　印刷・同関連 10 770 62.6 37.4

　　窯業・土石 27 332 79.8 20.2

　　化学工業 6 323 41.5 58.5

　　金属、同製品 51 2,305 75.4 24.6

　　機械器具 13 629 78.5 21.5

　　その他 10 312 63.8 36.2

　非製造業　計 160 5,699 75.2 24.8

　　情報通信業 2 28 28.6 71.4

　　運輸業 28 1,302 89.6 10.4

　　建設業 44 1,434 83.5 16.5

　　　総合工事業 15 567 80.4 19.6

　　　職別工事業 8 118 87.3 12.7

　　　設備工事業 21 749 85.3 14.7

　　卸・小売業 54 1,868 63.5 36.5

　　　卸売業 34 1,586 68.8 31.2

　　　小売業 20 282 34.0 66.0

　　サービス業 32 1,067 68.0 32.0

　　　対事業所サービス業 19 789 79.2 20.8

　　　対個人サービス業 13 278 36.3 63.7

製
造
業

業種別 事業所数
常用労働者

数合計

比率（%）

　　富山県　計

非
製
造
業
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 3．雇用形態別従業員比率 

 従業員の雇用形態を見ると、県全体では、「正社員」が79.9％、「パートタイマー」が10.4％、「嘱託・

契約社員」が5.6％、「派遣」が0.9％などとなっている。 

 業種別にみると、「正社員」の比率が最も高いのは「木材・木製品製造業」の92.0％、次いで「機械器

具製造業」が89.7％となっている。 

 

正社員
パート

タイマー
派遣

嘱託・
契約社員

その他

　全国 20,107 75.4 14.4 2.0 5.6 2.6

326 79.9 10.4 0.9 5.6 3.3

　製造業　計 166 82.4 8.9 1.1 4.7 2.9

　　食料品 23 49.7 37.1 0.9 4.6 7.8

　　繊維工業 15 72.0 15.3 1.8 0.8 10.0

　　木材・木製品 11 92.0 1.8 2.3 3.6 0.3

　　印刷・同関連 10 87.8 3.6 0.4 7.1 1.0

　　窯業・土石 27 83.7 6.9 0.3 7.4 1.7

　　化学工業 6 88.9 6.2 0.3 4.6 0.0

　　金属、同製品 51 87.3 4.5 1.4 5.2 1.6

　　機械器具 13 89.7 3.0 1.5 4.1 1.7

　　その他 10 89.2 7.0 0.3 1.3 2.2

　非製造業　計 160 77.3 11.8 0.7 6.5 3.6

　　情報通信業 2 51.7 20.7 0.0 27.6 0.0

　　運輸業 28 86.9 3.3 0.6 8.8 0.4

　　建設業 44 88.6 3.0 0.2 7.1 1.1

　　　総合工事業 15 89.4 2.3 0.0 6.4 1.8

　　　職別工事業 8 79.2 11.7 0.8 5.8 2.5

　　　設備工事業 21 89.5 2.2 0.3 7.8 0.3

　　卸・小売業 54 78.0 9.4 0.2 4.8 7.6

　　　卸売業 34 87.9 5.8 0.1 5.9 0.3

　　　小売業 20 38.9 23.6 0.7 0.4 36.4

　　サービス業 32 53.0 35.6 2.3 6.0 3.2

　　　対事業所サービス業 19 59.5 27.1 3.2 6.0 4.2

　　　対個人サービス業 13 37.2 56.4 0.0 5.8 0.6

事業所数
雇用形態の比率（%）

　　富山県　計

製
造
業

非
製
造
業

業種別

 

 

79.9%
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4.7%

6.5%

3.3%

2.9%

3.6%

県全体

製造業

非製造業

雇用形態別従業員比率
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－ 5 －



 

Ⅲ．調査結果の概要 

 1.経営状況について 

 (1) 経営状況 

 前年と比較した現在の経営状況について、「良い」と回答した事業所の割合から「悪い」と回答した事

業所の割合を差し引いた県全体のＤＩ値は－63.7で、昨年に比べ39.0ポイント大幅に悪化した。業種別

で見ても、製造業で39.4ポイント、非製造業で38.7ポイントの悪化となっている。 

 

良い 変わらない 悪い 今年度:A 前年度:B A-B

　全国 19,965 6.5 32.0 61.5 -55.0 -15.2 -39.8

325 5.8 24.6 69.5 -63.7 -24.7 -39.0

　製造業　計 166 4.2 25.3 70.5 -66.3 -26.9 -39.4

　　食料品 23 8.7 26.1 65.2 -56.5 -29.1 -27.4

　　繊維工業 15 0.0 20.0 80.0 -80.0 -10 -70.0

　　木材・木製品 11 0.0 18.2 81.8 -81.8 -16.6 -65.2

　　印刷・同関連 10 10.0 20.0 70.0 -60.0 -57.1 -2.9

　　窯業・土石 27 7.4 29.6 63.0 -55.6 -57.7 2.1

　　化学工業 6 0.0 83.3 16.7 -16.7 -14.3 -2.4

　　金属、同製品 51 3.9 21.6 74.5 -70.6 -20 -50.6

　　機械器具 13 0.0 30.8 69.2 -69.2 -13.3 -55.9

　　その他 10 0.0 10.0 90.0 -90.0 -33.3 -56.7

　非製造業　計 159 7.5 23.9 68.6 -61.1 -22.4 -38.7

　　情報通信業 2 0.0 50.0 50.0 -50.0 0 -50.0

　　運輸業 28 7.1 21.4 71.4 -64.3 -45.8 -18.5

　　建設業 43 14.0 37.2 48.8 -34.8 -4 -30.8

　　　総合工事業 14 14.3 35.7 50.0 -35.7 -25 -10.7

　　　職別工事業 8 0.0 50.0 50.0 -50.0 9.1 -59.1

　　　設備工事業 21 19.0 33.3 47.6 -28.6 10 -38.6

　　卸・小売業 54 5.6 13.0 81.5 -75.9 -28.3 -47.6

　　　卸売業 34 2.9 14.7 82.4 -79.5 -22.6 -56.9

　　　小売業 20 10.0 10.0 80.0 -70.0 -36.4 -33.6

　　サービス業 32 3.1 25.0 71.9 -68.8 -26.5 -42.3

　　　対事業所サービス業 19 5.3 42.1 52.6 -47.3 -25 -22.3

　　　対個人サービス業 13 0.0 0.0 100.0 -100.0 -28.6 -71.4

DI値

製
造
業

非
製
造
業

　　富山県　計

業種別 事業所数
経営状況（%）

 

※ＤＩ値＝「良い」と回答した企業の割合(％)－「悪い」と回答した企業の割合(％) 
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 (2) 主要事業の今後の方針 

現在行っている主要な事業の今後の方針については、「現状維持」と回答した事業所が最も多く県全体

の68.0％、「強化拡大」が23.2％、「縮小」が7.5％、「廃止」が0.6％となった。「強化拡大」と回答

した事業所の割合から「縮小」または「廃止」と回答した事業所の割合を差し引いたＤＩ値を見ると、県

全体では昨年に比べ5.0ポイント悪化した。 

 

強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他

19,864 25.2 67.3 6.1 0.7 0.7 18.4

319 23.2 68.0 7.5 0.6 0.6 15.1

　製造業　計 164 23.2 67.7 8.5 0.6 14.7

　　食料品 23 47.8 47.8 4.3 43.5

　　繊維工業 15 13.3 80.0 6.7 6.6

　　木材・木製品 11 36.4 54.5 9.1 27.3

　　印刷・同関連 10 20.0 70.0 10.0 10.0

　　窯業・土石 26 11.5 80.8 7.7 3.8

　　化学工業 6 16.7 83.3 16.7

　　金属、同製品 50 24.0 60.0 14.0 2.0 10.0

　　機械器具 13 15.4 84.6 15.4

　　その他 10 10.0 80.0 10.0 0.0

　非製造業　計 155 23.2 68.4 6.5 1.3 0.6 15.4

　　情報通信業 2 100.0 0.0

　　運輸業 28 42.9 53.6 3.6 39.3

　　建設業 44 20.5 77.3 2.3 18.2

　　　総合工事業 15 26.7 73.3 26.7

　　　職別工事業 8 87.5 12.5 -12.5

　　　設備工事業 21 23.8 76.2 23.8

　　卸・小売業 51 19.6 68.6 9.8 2.0 7.8

　　　卸売業 33 30.3 63.6 6.1 24.2

　　　小売業 18 77.8 16.7 5.6 -22.3

　　サービス業 30 16.7 66.7 10.0 3.3 3.3 3.4

　　　対事業所サービス業 17 29.4 64.7 5.9 29.4

　　　対個人サービス業 13 69.2 23.1 7.7 -30.8

DI値

　全国

　　富山県　計

製
造
業

非
製
造
業

業種別 事業所数
今後の方針（%）

 
※ＤＩ値=「強化拡大」と回答した企業の割合(％)－「縮小」または「廃止」と回答した企業の割合(％) 

10.5 
15.7 

15.4 

20.9 22.2 22.4 
23.3

26.8

20.8 21.4

15.1 

7.9 

11.6 
14.4 

22.3 25.8 

21.2 
22.8

26.6
22.7

22.7

14.7 

13.3 

20.7 16.6 

19.1 19.0 

23.6 
23.9

26.9

18.6

20.1

15.4 
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主要事業の今後の方針（ＤＩ値の推移）

県全体

製造業
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 (3) 経営上の障害（複数回答） 

 現在、経営上どのようなことが障害になっているかを聞いたところ、「販売不振・受注の減少」と回答

した事業所が県全体の60.7％と最も多く、次いで「人材不足（質の不足）」が41.4％、「原材料・仕入品

の高騰」が23.7％、「同業他社との競争激化」が22.7％と続いている。 

 業種別でも「販売不振・受注の減少」、「人材不足（質の不足）」が高くなっているが、それ以外では

製造業では「原材料・仕入品の高騰」、「製品開発力・販売力の不足」が、非製造業では、「同業他社と

の競争激化」、「労働力不足(量の不足)」、「人件費の増大」が高くなっている。 

 

18.7%

41.4%

2.8%

16.5%

60.7%

13.4%

22.7%

23.7%

7.8%

10.6%

6.5%

4.0%

11.5%

40.0%

3.0%

9.7%

64.8%

19.4%

18.8%

31.5%

6.7%

14.5%

7.9%

6.1%

26.3%

42.9%

2.6%

23.7%

56.4%

7.1%

26.9%

15.4%

9.0%

6.4%

5.1%

1.9%

労働力不足（量の不足）

人材不足（質の不足）

労働力の過剰

人件費の増大

販売不振・受注の減少

製品開発力・販売力の不足

同業他社との競争激化

原材料・仕入品の高騰

製品価格（販売価格）の下落

納期・単価等の取引条件の厳しさ

金融・資金繰り難

環境規制の強化

経営上の障害（３MA）

県全体

製造業

非製造業
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 経営上の障害として回答の多かった主な項目の推移を年度別に見ると、平成27年以降最も回答率が高か

った「人材不足（質の不足）」が前年比で12.9ポイント、「労働力不足（量の不足）」が22.5ポイント

減少し、代って「販売不振・受注の減少」が24.2ポイント増加し、最も多くなっている。 

 

 

29.8%

27.9%

22.4% 21.5%

25.8%

31.0%

34.2%

43.4%
45.3%

49.2%

52.8% 52.2%
54.3%

41.4%

8.3%
7.0%

4.2%
2.5%

6.7%

3.4%

8.9%

23.3%
25.9%

32.3%

36.0%

41.1% 41.2%

18.7%

50.3%

56.2%

67.8%

57.0%

50.1%

54.4%

45.1%

30.4%

35.9%

43.1%

38.1%

32.3%

36.5%

60.7%

35.2%

31.1% 32.2%

45.1%

40.0%

43.1%

35.0%

32.0%

28.8%

33.1%

28.6% 28.8%

16.3%

22.7%

48.6%

65.1%

31.6%
28.9%

40.0%

29.1%

39.5%

44.8%

38.7%

18.3%
18.9%

34.5%
32.3%

23.7%

8.5%
7.2%

9.9% 9.0%

12.6%
14.2%

10.9%
9.7%

15.7%

12.2%

17.7%

14.2%

19.3%

16.5%

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

経営上の障害 主な主要項目の年度別推移

人材不足（質の不足）

労働力不足（量の不足）

販売不振・受注の減少

同業他社との競争激化

原材料・仕入品の高騰

人件費の増大
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 (4) 経営上の強み（複数回答） 

 自社の経営上の強みについて聞いたところ、「顧客への納品・サービスの速さ」が県全体の30.9％と最

も多く、次いで「製品の品質・精度の高さ」が25.1％と続いている。 

 業種別では、製造業においては「製品の品質・精度の高さ」が36.9％で最も高く、次いで「顧客への納

品・サービスの速さ」が35.6％と続いており、非製造業では「優秀な仕入先・外注先」「商品・サービス

の質の高さ」が同率27.2％で最も多く、次いで「顧客への納品・サービスの速さ」が25.9％となっている。 

 

20.8%

20.2%

16.3%

7.8%

10.7%

25.1%

30.9%

10.7%

18.9%

17.9%

17.9%

21.2%

22.5%

21.9%

25.6%

4.4%

7.5%

36.9%

35.6%

11.3%

17.5%

9.4%

9.4%

17.5%

19.0%

18.4%

6.1%

11.6%

14.3%

12.2%

25.9%

10.2%

20.4%

27.2%

27.2%

25.2%

製品・サービスの独自性

技術力・製品開発力

生産技術・生産管理能力

営業力・マーケティング力

製品・サービスの企画力・提案力

製品の品質・精度の高さ

顧客への納品・サービスの速さ

企業・製品のブランド力

財務体質の強さ・資金調達力

優秀な仕入先・外注先

商品・サービスの質の高さ

組織の機動力・柔軟性

経営上の強み（３MA）

県全体

製造業

非製造業
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 経営上の強みとして回答の多い主な項目の推移を年度別に見ると、これまで高かった「製品の品質・精

度の高さ」や「技術力・製品開発力」が低下し、代って平成27年以降低下傾向にあった「顧客への納品・

サービスの速さ」が１位に躍り出ている。 

 

20.8%

17.8%

19.4%

18.2%

20.6% 21.0%

19.6%

19.3%
18.8%

22.0%

23.3%
24.0% 23.8%
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9.4%
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16.8%

19.4%

19.5%

18.3%

18.6%

24.9%

27.8%

22.8%

22.7%

20.2%

26.4% 26.7%

21.3%

27.7%

30.2%

28.0%

30.5% 29.6%

28.3% 28.4%
27.9%

23.7%

27.5%
27.2%

25.1%

32.5%

30.9%
31.3%

30.7%

32.8%

29.9%

32.7% 33.0%

30.0%

35.4%

31.8%

27.8%

26.8%

26.0%

30.9%

14.2%

11.5%
11.2%

12.8% 12.2%

15.0%

16.5%

13.8%

16.1% 15.2%

17.0%
18.0%

20.5%

18.7% 18.9%18.0%

13.5%

15.4%

14.9%
13.3%

18.7%

13.3%

17.2%

19.9%

18.3%

17.8%
18.6%

17.1%
17.8% 17.9%

19.5%

26.7%

23.1%

22.0%

26.9%

23.8%

25.4%

21.1%
22.3% 22.0%

17.5%

20.2%

18.8%

20.8%
21.2%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

経営上の強み 主な項目の年度別推移

製品・サービスの独自性 技術力・製品開発力

製品の品質・精度の高さ 顧客への納品・サービスの速さ

財務体質の強さ・資金調達力 商品・サービスの質の高さ

組織の機動力・柔軟性
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 2．従業員の労働時間について 

 (1) 週所定労働時間 

 週所定労働時間について聞いたところ、県全体では「40時間」「38時間超40時間未満」とする事業所

が38.2％と最も多く、次いで「38時間以下」が18.5％と続いている。 

 

３８時間以下
３８時間超

４０時間未満
４０時間

４０時間超
４４時間以下

　全国 19,716 15.0 27.2 49.4 8.5

319 18.5 38.2 38.2 5.0

　製造業　計 163 20.9 41.1 31.9 6.1

　　食料品 23 43.5 26.1 26.1 4.3

　　繊維工業 15 13.3 66.7 20.0

　　木材・木製品 11 18.2 54.5 27.3

　　印刷・同関連 10 10.0 30.0 60.0

　　窯業・土石 27 14.8 37.0 37.0 11.1

　　化学工業 6 33.3 50.0 16.7

　　金属、同製品 50 14.0 42.0 32.0 12.0

　　機械器具 12 33.3 41.7 25.0

　　その他 9 22.2 33.3 44.4

　非製造業　計 156 16.0 35.3 44.9 3.8

　　情報通信業 2 50.0 50.0

　　運輸業 28 7.1 25.0 64.3 3.6

　　建設業 43 16.3 44.2 37.2 2.3

　　　総合工事業 14 28.6 35.7 28.6 7.1

　　　職別工事業 8 25.0 37.5 37.5

　　　設備工事業 21 4.8 52.4 42.9

　　卸・小売業 53 17.0 30.2 47.2 5.7

　　　卸売業 33 12.1 36.4 51.5

　　　小売業 20 25.0 20.0 40.0 15.0

　　サービス業 30 20.0 40.0 36.7 3.3

　　　対事業所サービス業 19 5.3 63.2 26.3 5.3

　　　対個人サービス業 11 45.5 54.5

事業所数
週所定労働時間（%）

　　富山県　計

製
造
業

非
製
造
業

業種別

 

※ 現在、労働基準法で「40時間超44時間以下」が認められているのは、10人未満の商業・サービス業の一部等の特例事

業所のみであるが、回答結果のまま掲載した。 

18.5%

20.9%

16.0%

38.2%

41.1%

35.3%

38.2%

31.9%

44.9%

5.0%

6.1%

3.8%

県全体

製造業

非製造業

週所定労働時間

３８時間以下 ３８時間超４０時間未満 ４０時間 ４０時間超４４時間以下
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 (2) 月平均残業時間 

 従業員１人当たりの月平均残業時間（前年実績）について聞いたところ、県全体の平均残業時間は10.41

時間で前年に比べ0.85時間減少している。製造業の平均残業時間が1.87時間減少したのに対し、非製造

業では0.15時間増加した。 

 また、業種別では、「運輸業」が27.37時間と最も長く、次いで「機械器具製造業」が18.54時間、「小

売業」が14.22時間と続いている。 

０時間 １０時間未満
１０～２０時間

未満
２０～３０時間

未満
３０～５０時間

未満
５０時間以上

　全国 19,428 26.9 27.9 21.8 13.2 8.8 1.4 10.97

314 25.8 30.9 26.4 8.6 6.1 2.2 10.41

　製造業　計 160 29.4 30.0 27.5 7.5 5.0 0.6 8.53

　　食料品 22 50.0 22.7 18.2 4.5 4.5 6.73

　　繊維工業 14 42.9 28.6 7.1 14.3 7.1 7.57

　　木材・木製品 11 36.4 36.4 27.3 4.73

　　印刷・同関連 10 40.0 50.0 10.0 9.10

　　窯業・土石 26 23.1 53.8 23.1 5.23

　　化学工業 6 50.0 33.3 16.7 4.33

　　金属、同製品 49 24.5 18.4 36.7 12.2 8.2 11.10

　　機械器具 13 15.4 46.2 15.4 23.1 18.54

　　その他 9 55.6 44.4 2.22

　非製造業　計 154 22.1 31.8 25.3 9.7 7.1 3.9 12.36

　　情報通信業 2 50.0 50.0 11.50

　　運輸業 27 7.4 7.4 37.0 7.4 22.2 18.5 27.37

　　建設業 43 14.0 48.8 25.6 9.3 2.3 8.23

　　　総合工事業 15 13.3 46.7 20.0 13.3 6.7 9.27

　　　職別工事業 8 50.0 37.5 12.5 1.88

　　　設備工事業 20 55.0 35.0 10.0 10.00

　　卸・小売業 51 33.3 33.3 17.6 11.8 2.0 2.0 9.71

　　　卸売業 33 21.2 42.4 24.2 12.1 7.24

　　　小売業 18 55.6 16.7 5.6 11.1 5.6 5.6 14.22

　　サービス業 31 25.8 29.0 29.0 6.5 9.7 9.45

　　　対事業所サービス業 19 5.3 31.6 47.4 5.3 10.5 11.63

　　　対個人サービス業 12 58.3 25.0 8.3 8.3 6.00

製
造
業

非
製
造
業

業種別 事業所数
月平均残業時間（%）

平均値

　　富山県　計

 

 

10.13 

8.42 

7.60 

9.17 

11.03 

9.45 

9.89 
10.67 

10.27

11.18

10.47 11.26
10.41

10.01 8.56 

6.68 

9.34 10.88 

8.95 

9.75 9.97 9.83

10.76

9.9
10.4

8.53

10.28 

8.24 

8.73 

8.97 

11.25 

10.15 
10.02 

11.51 10.79

11.64

11.11 12.21

12.36

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00
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従業員１人当たり月平均残業時間

県全体

製造業

非製造業
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 3.従業員の有給休暇について 

 (1) 年次有給休暇の平均「付与」日数 

 従業員１人当たりの年次有給休暇の付与日数（前年実績）について聞いたところ、県全体の平均は16.40

日で、昨年の15.85日から0.55日の増加となった。 

 業種別でみると、製造業で0.46日、非製造業で0.57日の増加となっている。 

１０日未満
１０～１５日

未満
１５～２０日

未満
２０～２５日

未満
２５日以上

　全国 17,754 9.5 21.3 49.2 17.5 2.4 15.53

283 6.0 15.9 60.4 14.5 3.2 16.40

　製造業　計 148 4.7 21.6 59.5 12.8 1.4 15.88

　　食料品 17 23.5 41.2 29.4 5.9 12.88

　　繊維工業 14 21.4 64.3 14.3 17.14

　　木材・木製品 11 9.1 72.7 18.2 17.09

　　印刷・同関連 10 30.0 70.0 15.70

　　窯業・土石 26 7.7 15.4 53.8 23.1 16.08

　　化学工業 6 83.3 16.7 17.83

　　金属、同製品 44 2.3 22.7 65.9 9.1 15.32

　　機械器具 12 25.0 58.3 16.7 16.33

　　その他 8 12.5 50.0 25.0 12.5 18.88

　非製造業　計 135 7.4 9.6 61.5 16.3 5.2 16.98

　　情報通信業 2 100.0 21.50

　　運輸業 27 3.7 3.7 77.8 11.1 3.7 16.81

　　建設業 39 5.1 5.1 61.5 23.1 5.1 17.87

　　　総合工事業 13 61.5 30.8 7.7 19.69

　　　職別工事業 6 16.7 16.7 50.0 16.7 13.67

　　　設備工事業 20 5.0 5.0 65.0 20.0 5.0 17.95

　　卸・小売業 42 9.5 11.9 54.8 16.7 7.1 17.00

　　　卸売業 30 3.3 6.7 66.7 16.7 6.7 18.37

　　　小売業 12 25.0 25.0 25.0 16.7 8.3 13.58

　　サービス業 25 12.0 20.0 60.0 4.0 4.0 15.36

　　　対事業所サービス業 17 5.9 5.9 76.5 5.9 5.9 16.88

　　　対個人サービス業 8 25.0 50.0 25.0 12.13

非
製
造
業

業種別 事業所数
年次有給休暇の平均付与日数（%）

平均値

　　富山県　計

製
造
業
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16.98

15.00

15.50

16.00

16.50

17.00

Ｈ 2 0 Ｈ2 1 Ｈ 2 2 Ｈ2 3 Ｈ 2 4 Ｈ2 5 Ｈ 2 6 Ｈ2 7 Ｈ 2 8 Ｈ2 9 Ｈ 3 0 Ｒ 1 Ｒ2

従業員1人当たり年次有給休暇の平均付与日数

県全体

製造業

非製造業

 

－ 14 －



 

 (2) 年次有給休暇の平均「取得」日数 

 従業員１人当たりの年次有給休暇の取得日数（前年実績）について聞いたところ、県全体の平均は8.54

日で、昨年の7.43日から1.11日の増加となった。 

 業種別で見ると、製造業は1.47日、非製造業では0.76日の増加となっている。 

 

５日未満
５～１０日

未満
１０～１５日

未満
１５～２０日

未満
２０日以上

　全国 17,754 9.9 49.2 32.0 6.7 2.1 8.53

283 10.2 48.8 33.2 6.0 1.8 8.54

　製造業　計 148 9.5 41.9 39.2 6.8 2.7 9.11

　　食料品 17 23.5 52.9 17.6 5.9 6.41

　　繊維工業 14 42.9 35.7 14.3 7.1 10.50

　　木材・木製品 11 9.1 36.4 45.5 9.1 9.64

　　印刷・同関連 10 50.0 40.0 10.0 9.50

　　窯業・土石 26 7.7 34.6 42.3 11.5 3.8 9.81

　　化学工業 6 83.3 16.7 12.83

　　金属、同製品 44 11.4 47.7 38.6 2.3 8.36

　　機械器具 12 8.3 58.3 25.0 8.3 8.75

　　その他 8 12.5 12.5 62.5 12.5 10.75

　非製造業　計 135 11.1 56.3 26.7 5.2 0.7 7.91

　　情報通信業 2 50.0 50.0 8.50

　　運輸業 27 18.5 44.4 29.6 7.4 7.59

　　建設業 39 7.7 61.5 28.2 2.6 8.36

　　　総合工事業 13 7.7 69.2 23.1 7.85

　　　職別工事業 6 16.7 66.7 16.7 6.50

　　　設備工事業 20 5.0 55.0 35.0 5.0 9.25

　　卸・小売業 42 7.1 61.9 19.0 9.5 2.4 8.05

　　　卸売業 30 3.3 66.7 23.3 6.7 7.80

　　　小売業 12 16.7 50.0 8.3 16.7 8.3 8.67

　　サービス業 25 16.0 52.0 32.0 7.28

　　　対事業所サービス業 17 11.8 58.8 29.4 7.29

　　　対個人サービス業 8 25.0 37.5 37.5 7.25

非
製
造
業

業種別 事業所数
年次有給休暇の平均取得日数（%）

平均値

　　 富山県　計

製
造
業
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6.40 

7.00 6.84 

6.70 

6.91 
7.16 

7.43 

7.23 

7.43 

8.54

7.10 7.20 7.10 

6.70 

7.50 

6.67 

6.81 

7.41 
7.16 

7.55 7.62 7.64 

9.11

6.40 

6.20 
6.90 

6.10 

6.40 

7.10 

6.57 6.23 

7.31 

7.31 

6.79 

7.15 

7.91

6.00

7.00

8.00

9.00

Ｈ 20 Ｈ 2 1 Ｈ 2 2 Ｈ 2 3 Ｈ 2 4 Ｈ 25 Ｈ 26 Ｈ 2 7 Ｈ 2 8 Ｈ 2 9 Ｈ 3 0 Ｒ1 Ｒ 2

従業員1人当たり年次有給休暇の平均取得日数

県全体

製造業

非製造業
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 (3) 年次有給休暇の平均取得率 

 従業員１人当たりの年次有給休暇の取得率（前年実績）は、「50～70％未満」が県全体の34.6％で最も

多く、次いで「30～50％未満」が27.6％、「70～100％」が24.4％、「20～30％未満」が9.5％と続いて

おり、平均取得率は54.37％であった。 

 

１０％未満
１０～２０％

未満

２０～３０％

未満

３０～５０％

未満

５０～７０％

未満
７０～１００％

　全国 17,754 1.6 2.7 8.2 23.4 33.1 31.0 58.05

283 2.1 1.8 9.5 27.6 34.6 24.4 54.37

　製造業　計 148 2.0 0.7 7.4 20.3 41.2 28.4 58.59

　　食料品 17 5.9 17.6 11.8 35.3 29.4 57.34

　　繊維工業 14 35.7 42.9 21.4 60.30

　　木材・木製品 11 9.1 18.2 45.5 27.3 56.19

　　印刷・同関連 10 20.0 50.0 30.0 60.31

　　窯業・土石 26 15.4 7.7 38.5 38.5 62.86

　　化学工業 6 66.7 33.3 71.68

　　金属、同製品 44 2.3 4.5 27.3 47.7 18.2 54.86

　　機械器具 12 8.3 8.3 25.0 25.0 33.3 55.25

　　その他 8 12.5 25.0 12.5 50.0 61.31

　非製造業　計 135 2.2 3.0 11.9 35.6 27.4 20.0 49.74

　　情報通信業 2 100.0 39.24

　　運輸業 27 3.7 18.5 33.3 29.6 14.8 45.60

　　建設業 39 5.1 2.6 5.1 35.9 33.3 17.9 51.53

　　　総合工事業 13 7.7 61.5 30.8 43.24

　　　職別工事業 6 16.7 33.3 16.7 33.3 57.50

　　　設備工事業 20 5.0 10.0 20.0 40.0 25.0 55.13

　　卸・小売業 42 2.4 16.7 33.3 23.8 23.8 51.43

　　　卸売業 30 3.3 16.7 43.3 23.3 13.3 44.31

　　　小売業 12 16.7 8.3 25.0 50.0 69.21

　　サービス業 25 4.0 4.0 8.0 36.0 24.0 24.0 49.41

　　　対事業所サービス業 17 5.9 5.9 11.8 35.3 29.4 11.8 43.83

　　　対個人サービス業 8 37.5 12.5 50.0 61.25

非
製
造
業

業種別 事業所数
年次有給休暇の平均取得率（%）

平均値

　　富山県　計

製
造
業

 
 

2.1%

2.0%

2.2%

1.8%

0.7%

3.0%

9.5%

7.4%

11.9%

27.6%

20.3%

35.6%

34.6%

41.2%

27.4%

24.4%

28.4%

20.0%

県全体

製造業

非製造業

年次有給の平均取得率（従業員1人当たり）

10％未満 10～20％未満 20～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70～100％
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 4.新規学卒者の採用について 

 (1) 令和2年3月新規学卒者の採用又は採用計画の有無 

 令和2年3月新規学卒者の採用または採用計画があったかを聞いたところ、「あった」と回答した事業

所は県全体の22.0％、「なかった」が78.0％となった。 

 業種別では、製造業、非製造業ともに大きな違いは見られなかった。 

 

あった なかった

　全国 19,859 20.4 79.6

323 22.0 78.0

　製造業　計 166 22.3 77.7

　　食料品 23 17.4 82.6

　　繊維工業 15 13.3 86.7

　　木材・木製品 11 18.2 81.8

　　印刷・同関連 10 40.0 60.0

　　窯業・土石 27 7.4 92.6

　　化学工業 6 33.3 66.7

　　金属、同製品 51 29.4 70.6

　　機械器具 13 30.8 69.2

　　その他 10 20.0 80.0

　非製造業　計 157 21.7 78.3

　　情報通信業 2 100.0

　　運輸業 28 10.7 89.3

　　建設業 42 33.3 66.7

　　　総合工事業 15 46.7 53.3

　　　職別工事業 7 14.3 85.7

　　　設備工事業 20 30.0 70.0

　　卸・小売業 53 18.9 81.1

　　　卸売業 33 27.3 72.7

　　　小売業 20 5.0 95.0

　　サービス業 32 21.9 78.1

　　　対事業所サービス業 19 26.3 73.7

　　　対個人サービス業 13 15.4 84.6

非
製
造
業

業種別 事業所数
採用計画（%）

　　富山県　計

製
造
業

 

 

22.0%

22.3%

21.7%

78.0%

77.7%

78.3%

県全体

製造業

非製造業

令和2年3月新規学卒者の採用・採用計画の有無

あった なかった
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 (2) 新規学卒者の初任給 

 令和2年3月新規学卒者の1人当たりの平均初任給額（令和2年6月支給額）は以下のとおり。 

 

・単純平均による平均初任給額の推移 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

H15 155,408 149,347 166,982 163,333 168,418 160,550 191,840 174,857

H16 160,733 149,618 162,880 162,033 170,034 152,500 186,985 176,004

H17 154,704 154,962 161,717 154,900 155,950 159,111 188,726 182,102

H18 158,880 148,813 163,331 162,636 171,041 159,638 182,705 188,630

H19 155,679 153,711 170,275 169,994 169,103 162,291 190,085 183,969

H20 160,381 147,752 169,982 157,600 173,509 160,633 186,283 186,438

H21 158,179 154,976 161,219 161,420 175,026 158,667 195,224 184,095

H22 155,125 157,520 168,333 165,000 160,559 145,000 199,318 187,676

H23 159,081 157,553 166,984 168,900 167,745 157,871 193,911 189,963

H24 155,456 150,955 173,211 167,100 170,143 164,329 188,076 183,898

H25 161,539 158,934 166,297 173,440 176,271 164,068 193,209 187,774

H26 161,529 161,900 158,430 168,100 183,900 170,667 192,201 183,503

H27 160,011 161,113 173,261 184,800 172,333 193,330 186,806

H28 160,842 158,220 172,386 169,500 176,525 169,100 192,690 193,358

H29 162,715 165,083 167,350 164,800 171,400 178,440 196,256 189,528

H30 166,409 162,900 173,114 166,000 179,500 174,957 193,183 194,300

R1 168,290 165,531 172,913 163,333 175,200 171,386 192,783 198,766

R2 172,077 158,746 175,917 156,500 168,719 176,167 202,012 195,505

大学卒高校卒 専門卒 短大卒

全
体
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千円
事務系初任給の推移(単純平均)

高校卒

専門卒

短大卒

大学卒
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・加重平均による平均初任給額の推移 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

H15 153,706 149,824 166,808 167,381 167,704 166,708 190,656 179,084

H16 161,751 151,080 162,948 160,894 169,873 154,851 188,548 176,754

H17 171,917 179,714 166,646 150,615 155,950 156,700 185,511 182,505

H18 155,588 154,366 164,426 162,197 171,045 165,377 184,314 186,996

H19 154,636 152,029 171,212 172,398 170,224 162,788 190,127 184,010

H20 156,428 148,752 170,567 156,086 170,278 160,633 186,863 185,627

H21 156,728 153,888 162,000 168,282 179,304 161,313 203,413 188,119

H22 154,607 158,433 172,296 171,429 160,559 145,000 201,444 190,470

H23 157,580 160,656 162,224 171,086 167,872 161,300 195,485 189,954

H24 156,193 153,079 171,270 168,733 171,786 163,322 191,224 186,620

H25 161,618 158,588 164,120 180,145 176,271 163,676 196,418 184,143

H26 160,020 165,854 159,295 167,944 183,900 170,667 192,720 185,433

H27 161,123 160,497 169,526 184,800 165,523 195,308 190,787

H28 161,251 158,517 173,088 164,333 176,438 171,750 191,326 196,953

H29 160,782 162,582 164,533 165,900 172,000 180,367 195,504 192,354

H30 166,407 163,222 176,433 166,000 175,250 177,189 197,660 194,245

R1 167,983 167,213 170,080 163,333 178,222 172,920 195,108 197,705

R2 172,033 164,889 179,111 156,500 167,153 172,925 201,122 193,810

短大卒 大学卒

全
体

高校卒 専門卒
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 (3) 新規学卒者の採用状況 

 令和2年3月新規学卒者の採用状況を聞いたところ、学卒ごとの採用計画人数、採用実績人数、充足率(採

用実績人数/採用計画人数×100)、平均採用人数は以下のとおりであった。 

 

新規学卒者の採用充足状況（高校卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

2,072 5,632 4,270 75.8 2.06 1,767 4,698 3,487 74.2 1.97 461 934 783 83.8 1.70

30 70 58 82.9 1.93 24 53 42 79.2 1.75 7 17 16 94.1 2.29

19 39 33 84.6 1.74 13 24 19 79.2 1.46 6 15 14 93.3 2.33

11 31 25 80.6 2.27 11 29 23 79.3 2.09 1 2 2 100.0 2.00

事務系

業種別

合計 技術系

　　富山県　計

　　　製造業　計

　　　非製造業　計

　全国

 

 
新規学卒者の採用充足状況（専門学校卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

577 1,015 900 88.7 1.56 479 837 743 88.8 1.55 120 178 157 88.2 1.31

7 11 11 100.0 1.57 6 9 9 100.0 1.50 2 2 2 100.0 1.00

3 5 5 100.0 1.67 3 4 4 100.0 1.33 1 1 1 100.0 1.00

4 6 6 100.0 1.50 3 5 5 100.0 1.67 1 1 1 100.0 1.00

　　　製造業　計

　　　非製造業　計

業種別

合計 技術系 事務系

　　富山県　計

　全国

 

 

新規学卒者の採用充足状況（短大（含高専））

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

294 418 380 90.9 1.29 204 289 259 89.6 1.27 96 129 121 93.8 1.26

10 17 17 100.0 1.70 4 9 9 100.0 2.25 6 8 8 100.0 1.33

7 8 8 100.0 1.14 2 3 3 100.0 1.50 5 5 5 100.0 1.00

3 9 9 100.0 3.00 2 6 6 100.0 3.00 1 3 3 100.0 3.00

業種別

合計

　　富山県　計

技術系

　　　製造業　計

　　　非製造業　計

　全国

事務系

 

 
新規学卒者の採用充足状況（大学卒）

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

事
業
所
数

採
用
計
画
人
数

採
用
実
績
人
数

充
足
率

平
均
採
用
人
数

1,108 3,182 2,611 82.1 2.36 712 1,840 1,447 78.6 2.03 559 1,342 1,164 86.7 2.08

25 91 75 82.4 3.00 13 36 32 88.9 2.46 18 55 43 78.2 2.39

11 33 29 87.9 2.64 7 15 14 93.3 2.00 7 18 15 83.3 2.14

14 58 46 79.3 3.29 6 21 18 85.7 3.00 11 37 28 75.7 2.55

技術系

　　富山県　計

　　　非製造業　計

　　　製造業　計

　全国

業種別

合計 事務系
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 (4) 令和3年3月の新規学卒者採用予定 

 令和3年3月の新規学卒者について、「採用を予定している」と回答した事業所の割合は、県全体では

26.7％となり、昨年の34.4％から7.7ポイント減少した。業種別では、製造業で4.5ポイント、非製造業

で11.1ポイント減少している。 

 

20.5%

13.2%

15.8%
17.5%

21.5%
19.1%

22.6%
25.6%

30.6%

31.5%

33.1%
34.4%

26.7%

20.9%

12.9%

18.7% 19.1%

21.6%
20.5%

24.5% 26.2%

33.2% 32.9%

35.3%

31.6%
27.1%

19.9%

13.8%

12.6%

15.1%

21.3%

17.2%

20.8%

24.8%

27.7%

30.0% 30.7%

37.4%

26.3%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3

新規学卒者の採用計画があると回答した割合

県全体

製造業

非製造業

 

高
校
卒

専
門
学
校
卒

短
大
卒

（
含
高
専

）

大
学
卒

高
校
卒

専
門
学
校
卒

短
大
卒

（
含
高
専

）

大
学
卒

　全国 19,817 24.5 3796 1146 693 2175 2.50 1.63 1.52 2.19 54.8 20.7

326 26.7 67 9 18 54 2.43 1.56 1.72 2.70 52.5 20.9

　製造業　計 166 27.1 34 6 9 26 2.21 1.83 1.22 2.35 52.4 20.5

　　食料品 23 13.0 3 1 1 1 2.33 1.00 1.00 1.00 73.9 13.0

　　繊維工業 15 40.0 4 2 2 1.25 2.50 1.00 60.0

　　木材・木製品 11 9.1 1 1 1 1 4.00 2.00 2.00 4.00 63.6 27.3

　　印刷・同関連 10 30.0 3 2 3.33 3.00 40.0 30.0

　　窯業・土石 27 14.8 4 1 2 2 1.25 1.00 1.00 2.00 55.6 29.6

　　化学工業 6 50.0 2 1 2.00 1.00 50.0

　　金属、同製品 51 37.3 15 4 12 2.33 1.00 2.42 39.2 23.5

　　機械器具 13 30.8 2 1 1 3 2.50 2.00 2.00 3.33 38.5 30.8

　　その他 10 20.0 2 2.00 70.0 10.0

　非製造業　計 160 26.3 33 3 9 28 2.67 1.00 2.22 3.04 52.5 21.3

　　情報通信業 2 50.0 50.0

　　運輸業 28 10.7 2 1 2 3.50 1.00 3.00 64.3 25.0

　　建設業 44 47.7 20 2 5 15 2.45 1.00 1.80 2.93 34.1 18.2

　　　総合工事業 15 60.0 9 1 2 8 2.78 1.00 1.00 2.38 26.7 13.3

　　　職別工事業 8 25.0 2 2.00 62.5 12.5

　　　設備工事業 21 47.6 9 1 3 7 2.22 1.00 2.33 3.57 28.6 23.8

　　卸・小売業 54 22.2 5 3 10 4.60 3.33 3.40 61.1 16.7

　　　卸売業 34 26.5 2 1 7 5.00 3.00 4.14 55.9 17.6

　　　小売業 20 15.0 3 2 3 4.33 3.50 1.67 70.0 15.0

　　サービス業 32 18.8 6 1 1 1.50 1.00 1.00 53.1 28.1

　　　対事業所サービス業 19 26.3 5 1 1 1.40 1.00 1.00 36.8 36.8

　　　対個人サービス業 13 7.7 1 2.00 76.9 15.4

未
定

（
%

）

　　富山県　計

製
造
業

非
製
造
業

業種別

事
業
所
数

あ
る

(

%

)

事業所数 平均採用計画人数 な
い

（
%

）
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 5．高年齢者の雇用について 

 (1) 高年齢者の雇用状況 

 60歳以上の高齢者の雇用状況について聞いたところ、「雇用している」と回答した事業所が県全体の

88.3％、「雇用していない」が11.7％となった。 

 

雇用している 雇用していない

19,949 80.5 19.5

326 88.3 11.7

　製造業　計 166 89.2 10.8

　　食料品 23 87.0 13.0

　　繊維工業 15 100.0

　　木材・木製品 11 100.0

　　印刷・同関連 10 90.0 10.0

　　窯業・土石 27 77.8 22.2

　　化学工業 6 100.0

　　金属、同製品 51 92.2 7.8

　　機械器具 13 76.9 23.1

　　その他 10 90.0 10.0

　非製造業　計 160 87.5 12.5

　　情報通信業 2 50.0 50.0

　　運輸業 28 96.4 3.6

　　建設業 44 81.8 18.2

　　　総合工事業 15 93.3 6.7

　　　職別工事業 8 62.5 37.5

　　　設備工事業 21 81.0 19.0

　　卸・小売業 54 88.9 11.1

　　　卸売業 34 97.1 2.9

　　　小売業 20 75.0 25.0

　　サービス業 32 87.5 12.5

　　　対事業所サービス業 19 84.2 15.8

　　　対個人サービス業 13 92.3 7.7

非
製
造
業

業種別 事業所数
雇用状況（%）

　　富山県　計

製
造
業

　全国

 
 

88.3%

89.2%

87.5%

11.7%

10.8%

12.5%

県全体

製造業

非製造業

６０歳以上の高年齢者の雇用

雇用している 雇用していない
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 (2) 高年齢者雇用措置で講じた内容 

 60歳以上の高齢者を雇用している事業所に雇用措置として講じた内容を聞いたところ、「再雇用など継

続雇用制度を導入した」とする回答が県全体の70.8％と最も多く、次いで「定年を65歳以上引き上げた」

が18.5％、「定年の定めを廃止した」が10.7％となった。 
 

定年の定めを

廃止した

定年を６５歳以

上引き上げた

再雇用など継

続雇用制度を

導入した

　全国 15,353 10.7 23.1 66.2

271 10.7 18.5 70.8

　製造業　計 138 9.4 19.6 71.0

　　食料品 18 27.8 33.3 38.9

　　繊維工業 15 40.0 60.0

　　木材・木製品 10 10.0 20.0 70.0

　　印刷・同関連 9 100.0

　　窯業・土石 19 21.1 78.9

　　化学工業 6 16.7 83.3

　　金属、同製品 45 13.3 15.6 71.1

　　機械器具 9 100.0

　　その他 7 14.3 14.3 71.4

　非製造業　計 133 12.0 17.3 70.7

　　情報通信業

　　運輸業 25 4.0 28.0 68.0

　　建設業 36 5.6 25.0 69.4

　　　総合工事業 14 7.1 92.9

　　　職別工事業 5 40.0 40.0 20.0

　　　設備工事業 17 35.3 64.7

　　卸・小売業 46 17.4 10.9 71.7

　　　卸売業 33 6.1 12.1 81.8

　　　小売業 13 46.2 7.7 46.2

　　サービス業 26 19.2 7.7 73.1

　　　対事業所サービス業 16 6.3 6.3 87.5

　　　対個人サービス業 10 40.0 10.0 50.0

業種別 事業所数

措置内容（%）

　　富山県　計

製
造
業

非
製
造
業

 
 

10.7%

9.4%

12.0%

18.5%

19.6%

17.3%

70.8%

71.0%

70.7%

県全体

製造業

非製造業

高年齢者雇用措置で講じた内容

定年の定めを廃止した 定年を６５歳以上引き上げた 再雇用など継続雇用制度を導入した
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(3) 高年齢者の労働条件 

 60歳以上の高年齢者を雇用している事業所に労働条件を聞いたところ、県全体で最も多かった回答は、

賃金については「個人による」が43.5％、役職については「変わらない」が42.4％、仕事の内容について

は「変わらない」が57.9％、1日の労働時間については「変わらない」が66.3％、週の労働日数について

は「変わらない」が65.6％となった。 

 

一律に下がる 27.0%

一律に下がる 27.7%

一律に下がる 26.3%

0

変わる22.5%

変わる20.0%

変わる25.0%

0
変わる8.6%

変わる4.2%

変わる13.1%

0
少なくなる7.5%

少なくなる6.3%

少なくなる8.9%

0
少なくなる6.1%

少なくなる4.9%

少なくなる7.4%

変わらない29.5%

変わらない29.1%

変わらない29.9%

0

変わらない42.4%

変わらない40.7%

変わらない44.1%

0

変わらない57.9%

変わらない63.6%

変わらない51.8%

0

変わらない66.3%

変わらない68.1%

変わらない64.4%

0

変わらない65.6%

変わらない69.2%

変わらない61.8%

個人による43.5%

個人による43.3%

個人による43.8%

個人による35.1%

個人による39.3%

個人による30.9%

個人による33.6%

個人による32.2%

個人による35.0%

個人による26.2%

個人による25.7%

個人による26.7%

個人による28.3%

個人による25.9%

個人による30.9%

県全体

製造業

非製造業

県全体

製造業

非製造業

県全体

製造業

非製造業

県全体

製造業

非製造業

県全体

製造業

非製造業

高年齢者の雇用条件

賃金

役職

仕事の内容

１ 日の労働時間

週の労働日数
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(4) 高年齢者就業確保措置の予定 

 令和3年4月施行予定の「改正高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」では、事業主に対して、高年

齢者の70歳までの就業機会確保措置を講じる努力義務が設けられることを把握しているか聞いたところ、

県全体の55.9％が「把握している」と回答しているものの、残り44.1%は把握していなかった。 

55.9%

58.3%

53.5%

44.1%

41.7%

46.5%

県全体

製造業

非製造業

高年齢者就業確保措置新設の把握状況

把握している 把握していなかった

 

上記で「把握している」と回答した事業者に高年齢者就業確保のために講じる措置を聞いたところ、「70

歳までの継続雇用制度の導入」が県全体の37.4%と最も多くなっている一方で、「今後他社の対応等の情

報収集をしながら考えたい」が35.6％で続いている。 

5.7%

37.4%

9.8%

6.9%

1.1%

0.0%

7.5%

35.6%

4.4%

28.6%

8.8%

6.6%

1.1%

0.0%

8.8%

42.9%

7.2%

47.0%

10.8%

7.2%

1.2%

0.0%

6.0%

27.7%

７０歳までの定年引上げ

７０歳までの継続雇用制度の導入

定年の廃止

７０歳まで継続的に業務委託契約を締結する

制度の導入

７０歳まで継続的に事業主が

実施する社会貢献に従事できる

７０歳まで継続的に事業主が委託・出資等する

団体が行う社会貢献事業に従事できる制度の導入

努力義務であるので特に措置を講じる必要はない

今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい

高年齢者就業確保措置に講じる予定（MA）

県全体

製造業

非製造業
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6．新型コロナウイルス感染拡大による影響について 

(1) 経営への影響（複数回答） 

 新型コロナウイルス感染拡大の経営への影響を聞いたところ、「売上高の減少」の回答が最も多く県全

体の74.9％となり、次いで「取引先・顧客からの受注減少」が64.7％、「営業活動等の縮小」が36.8％、

「休業の実施」が33.1％と続いている。 

 

3.7%

13.3%

18.6%

74.9%

64.7%

36.8%

18.9%

33.1%

1.5%

8.0%

2.8%

3.0%

14.0%

16.5%

79.3%

68.3%

36.6%

23.2%

38.4%

7.3%

2.4%

4.4%

12.6%

20.8%

70.4%

61.0%

37.1%

14.5%

27.7%

3.1%

8.8%

3.1%

労働力の不足

労働力の過剰

資材・部品・商品等の調達・仕入難

売上高の減少

取引先・顧客からの受注減少

営業活動等の縮小

運転資金等の資金繰り難

休業の実施

受注や売上高が増加した

特に影響はない

その他

新型コロナウイルス 経営への影響（MA）

県全体

製造業

非製造業
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(2) 雇用環境の変化（複数回答） 

 新型コロナウイルス感染拡大による従業員等の雇用環境の変化について聞いたところ、「特に変化はな

い」の回答が最も多く県全体の36.1％だったものの、それ以外では「労働日数を減らした従業員がいる」

が31.3％、「子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」が29.4％、「休職・教育訓練

をしてもらった従業員がいる」が15.8％と続いている。 

 

15.8%

31.3%

29.4%

1.9%

0.3%

0.0%

2.2%

10.4%

1.3%

36.1%

2.8%

18.4%

32.3%

28.5%

0.6%

0.0%

0.0%

2.5%

12.7%

1.3%

34.8%

3.8%

13.3%

30.4%

30.4%

3.2%

0.6%

0.0%

1.9%

8.2%

1.3%

37.3%

1.9%

休職・教育訓練をしてもらった従業員がいる

労働日数を減らした従業員がいる

子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退を

した従業員がいる

事業休止・縮小により解雇又は

雇用止めした従業員がいる

採用した従業員の入社日を遅らせた

採用予定者の内定を取り消した

従業員を採用した

賃金（賞与）を削減した

賃金（賞与）を引き上げた

特に変化はない

その他

新型コロナウイルス 雇用環境の変化（MA）

県全体

製造業

非製造業
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(3) 労働環境の整備（複数回答） 

新型コロナウイルス感染拡大への対策として実施した従業員の労働環境の整備について聞いたところ、

「特に整備していない」の回答が最も多く県全体の50.2％だったものの、それ以外では「テレワークの導

入」と「時短勤務の導入」が13.9％、「時差出勤の導入」が11.0％、「臨時手当等の支給」が8.5％と続

いている。 

 

13.9%

11.0%

13.9%

8.5%

3.2%

50.2%

16.7%

13.2%

7.5%

13.2%

7.5%

3.8%

50.3%

17.6%

14.6%

14.6%

14.6%

9.5%

2.5%

50.0%

15.8%

テレワークの導入

時差出勤の導入

時短勤務の導入

臨時手当等の支給

就業規則の見直し

特に整備していない

その他

新型コロナウイルス 労働環境の整備（MA）

県全体

製造業

非製造業
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(4)雇用維持等のために活用した助成金（複数回答） 

新型コロナウイルス感染拡大により、雇用維持等のために活用した助成金について聞いたところ、「活

用していない」の回答が最も多く県全体の42.4%だったものの、活用策では、「雇用調整助成金」が35.4%、

「持続化給付金」が24.8%、「小学校休業等対応助成金」が13.7％と続いている。。 

 

35.4%

2.2%

13.7%

24.8%

2.5%

42.4%

3.2%

41.1%

3.1%

15.3%

25.2%

3.1%

36.2%

3.1%

29.1%

1.3%

11.9%

24.5%

2.0%

49.0%

3.3%

雇用調整助成金

働き方改革支援助成金

小学校休業等対応助成金

持続化給付金

ものづくり助成金

活用していない

その他

新型コロナウイルス 雇用維持等のために活用した助成金（MA）

県全体

製造業

非製造業

 

－ 29 －



 

 7.賃金改定について 

 (1) 賃金改定実施状況 

 令和2年1月1日から7月1日までの間にどのような賃金改定を実施したかについて聞いたところ、「引

上げた」とする事業者が県全体の41.6％、「7月以降引き上げる予定」が5.7％となっている。一方で、

「引下げた」「7月以降引下げる予定」がそれぞれ0.9％、0.3％見られた。また、「今年は実施しない」

が30.0％、「未定」は21.5％となっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

19,478 39.4 1.1 22.8 7.6 0.7 28.3

富山県　計 317 41.6 0.9 30.0 5.7 0.3 21.5

　製造業　計 162 41.4 1.2 34.0 4.3 0.6 18.5

　　食料品 22 22.7 36.4 13.6 4.5 22.7

　　繊維工業 15 33.3 6.7 40.0 6.7 13.3

　　木材・木製品 10 20.0 40.0 40.0

　　印刷・同関連 10 40.0 40.0 20.0

　　窯業・土石 27 48.1 3.7 25.9 3.7 18.5

　　化学工業 6 83.3 16.7

　　金属、同製品 50 44.0 40.0 4.0 12.0

　　機械器具 13 53.8 15.4 30.8

　　その他 9 44.4 33.3 22.2

　非製造業　計 155 41.9 0.6 25.8 7.1 24.5

　　情報通信業 2 50.0 50.0

　　運輸業 28 35.7 32.1 3.6 28.6

　　建設業 42 35.7 28.6 9.5 26.2

　　　総合工事業 15 33.3 26.7 20.0 20.0

　　　職別工事業 6 16.7 50.0 33.3

　　　設備工事業 21 42.9 23.8 4.8 28.6

　　卸・小売業 53 50.9 1.9 18.9 3.8 24.5

　　　卸売業 33 72.7 3.0 9.1 6.1 9.1

　　　小売業 20 15.0 35.0 50.0

　　サービス業 30 40.0 30.0 13.3 16.7

　　　対事業所サービス業 18 55.6 22.2 5.6 16.7

　　　対個人サービス業 12 16.7 41.7 25.0 16.7

７月以降引下
げる予定

未定

製
造
業

非
製
造
業

業種別 事業所数 引上げた 引下げた
今年は実施し
ない（凍結）

７月以降引上
げる予定

　全国

41.6%

41.4%

41.9%

0.9%

1.2%

0.6%

30.0%

34.0%

25.8%

5.7%

4.3%

7.1%

0.3%

0.6%

0.0%

21.5%

18.5%

24.5%

県全体

製造業

非製造業

賃金改定実施状況

引上げた 引下げた 今年は実施しない（凍結）

７月以降引上げる予定 ７月以降引下げる予定 未定
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 (2) 平均昇給額 

 賃金改定について、賃金を「引上げた」もしくは「引下げた」と回答した事業所に改訂前後の１人当た

り所定内賃金を聞いたところ、次のとおりの結果となった。 

 

事業所数 改定前の賃金 改定後の賃金 昇給額 昇給率 格差

9,154 251,429円 255,847円 4,418 1.76 100.0

富山県　計 154 253,277円 257,236円 3,959 1.56 89.6

　製造業　計 80 242,390円 245,716円 3,326 1.37 88.4

　　食料品 4 232,647円 235,600円 2,953 1.27 109.3

　　繊維工業 8 217,853円 220,100円 2,247 1.03 226.3

　　木材・木製品 3 229,413円 231,459円 2,046 0.89 46.8

　　印刷・同関連 5 230,823円 232,557円 1,734 0.75 46.3

　　窯業・土石 18 264,486円 267,671円 3,185 1.20 60.4

　　化学工業 6 211,128円 214,073円 2,945 1.39 68.8

　　金属、同製品 24 247,839円 252,164円 4,325 1.75 87.8

　　機械器具 7 232,887円 236,258円 3,371 1.45 148.4

　　その他 5 253,915円 257,740円 3,825 1.51 106.1

　非製造業　計 74 265,046円 269,689円 4,643 1.75 91.1

　　情報通信業 1 274,857円 281,750円 6,893 2.51 99.2

　　運輸業 12 248,909円 254,032円 5,123 2.06 194.5

　　建設業 19 304,393円 309,535円 5,142 1.69 71.5

　　　総合工事業 7 330,343円 334,472円 4,129 1.25 58.3

　　　職別工事業 3 314,000円 316,800円 2,800 0.89 40.0

　　　設備工事業 9 281,008円 287,719円 6,711 2.39 90.1

　　卸・小売業 27 261,561円 265,162円 3,601 1.38 104.9

　　　卸売業 22 271,318円 275,509円 4,191 1.54 101.1

　　　小売業 5 218,632円 219,635円 1,003 0.46 43.3

　　サービス業 15 233,735円 239,089円 5,354 2.29 127.4

　　　対事業所サービス業 11 243,156円 249,382円 6,226 2.56 117.0

　　　対個人サービス業 4 207,828円 210,783円 2,955 1.42 143.9

業種別
単純平均

非
製
造
業

　全国

製
造
業

 
 

2,716円

1,714円

1,881円

2,993円
2,251円

3,716円

5,074円
5,714円

4,702円

5,610円
6,058円 6,267円

3,959円

1.10%

-0.67%

0.77%

1.24% 0.92%

1.55%

2.13%
2.40%

1.94%
2.26% 2.45% 2.56%

1.56%

-1.00%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

2,000円

0円

2,000円

4,000円

6,000円

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 R2

平均昇給額・昇給率（単純平均）の推移

平均昇給額

平均昇給率
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対象者数 改定前の賃金 改定後の賃金 昇給額 昇給率 格差

262,975 253,231円 257,854円 4,623 1.83 100.0

富山県　計 4,922 253,013円 257,622円 4,609 1.82 99.7

　製造業　計 2,510 243,273円 247,193円 3,920 1.61 92.3

　　食料品 43 227,462円 231,627円 4,165 1.83 112.1

　　繊維工業 300 215,297円 217,372円 2,075 0.96 77.1

　　木材・木製品 221 221,798円 224,338円 2,540 1.15 59.1

　　印刷・同関連 181 227,068円 229,139円 2,071 0.91 55.7

　　窯業・土石 179 292,469円 299,603円 7,134 2.44 140.5

　　化学工業 232 226,629円 230,949円 4,320 1.91 83.3

　　金属、同製品 943 255,413円 259,632円 4,219 1.65 93.6

　　機械器具 187 232,396円 237,190円 4,794 2.06 115.3

　　その他 224 253,960円 258,188円 4,228 1.66 98.6

　非製造業　計 2,412 263,149円 268,475円 5,326 2.02 103.6

　　情報通信業 18 274,857円 281,750円 6,893 2.51 120.6

　　運輸業 391 252,134円 256,629円 4,495 1.78 200.2

　　建設業 592 282,415円 287,837円 5,422 1.92 77.5

　　　総合工事業 200 312,021円 315,341円 3,320 1.06 47.3

　　　職別工事業 42 294,143円 300,343円 6,200 2.11 92.9

　　　設備工事業 350 264,090円 270,620円 6,530 2.47 91.3

　　卸・小売業 993 269,876円 274,825円 4,949 1.83 105.0

　　　卸売業 909 274,276円 279,561円 5,285 1.93 103.3

　　　小売業 84 222,263円 223,570円 1,307 0.59 34.2

　　サービス業 418 229,681円 236,477円 6,796 2.96 144.1

　　　対事業所サービス業 360 231,228円 238,636円 7,408 3.20 131.8

　　　対個人サービス業 58 220,079円 223,070円 2,991 1.36 105.9

製
造
業

非
製
造
業

業種別
加重平均

　全国

 

 

3,761円

446円

2,102円

3,382円 2,890円
3,279円

5,277円 5,287円

4,409円

5,636円
6,298円 5,992円

4,609円

1.55%

0.18%

0.86%

1.39% 1.18% 1.35%

2.23% 2.22%
1.80%

2.26%
2.52% 2.41%

1.82%

-1.00%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

2,000円

0円

2,000円

4,000円

6,000円

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 R2

平均昇給額・昇給率（加重平均）の推移
平均昇給額

平均昇給率
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 (3) 賃金改定の内容について（複数回答） 

 賃金改定について、賃金を「引上げた」もしくは「7月以降引上げる予定」と回答した事業所に賃金改

定の内容を聞いたところ、県全体では「定期昇給」と回答した事業所が65.9％と最も多く、次いで、「基

本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が25.4％、「ベースアップ」が15.9％と続いている。 

65.9%

15.9%

25.4%

11.6%

5.1%

57.8%

15.6%

28.1%

12.5%

3.1%

73.0%

16.2%

23.0%

10.8%

6.8%

定期昇給

ベースアップ

基本給の引上げ（定期昇給

制度のない事業所）

諸手当の改定

臨時給与（夏季・

年末賞与など）の引上げ

賃金改定の内容（MA）

県全体

製造業

非製造業

 

 
 また、賃金改定の決定要素について、県全体では「企業の業績」と回答した事業所が51.4％と最も多く、

次いで「労働力の確保・定着」が49.3％、「世間相場」が28.2％と続いている。 

51.4%

28.2%

49.3%

4.9%

15.5%

7.7%

22.5%

0.0%

4.9%

8.5%

3.5%

55.1%

29.0%

52.2%

4.3%

13.0%

7.2%

23.2%

0.0%

4.3%

7.2%

5.8%

47.9%

27.4%

46.6%

5.5%

17.8%

8.2%

21.9%

0.0%

5.5%

9.6%

1.4%

企業の業績

世間相場

労働力の確保・定着

物価の動向

労使関係の安定

親会社又は関連会社の

改定の動向

前年度の改定実績

賃上げムード

消費税増税

重視した要素はない

その他

賃金改定の決定要素（MA）

県全体

製造業

非製造業
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巻 末 資 料 

令和２年度 中小企業労働事情実態調査票 





(都道府県コード)  (事業所コード)  (地域コード)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                           令和２年６月  
 （左欄は記入しないでください。）  

令和２年度 中小企業労働事情実態調査ご協力のお願い  

 中小企業団体中央会では、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な労働対策を樹立することを目的に、 

本年度も全国一斉に標記調査を実施することといたしました。  
 つきましては、ご繁忙の折誠に恐縮ですが、趣旨をご理解いただき、調査にご協力くださいますよう、よろしくお願い

申し上げます。  

令和２年度 中小企業労働事情実態調査票  

調査時点：令和２年７月１日  調査締切：令和２年７月２０日  

貴事業所全体の概要についてお答えください。  

貴事業所の名称   記入担当者名  

所  在  地  
（〒  -    ）  
 

電話番号            －     －  

FAX 番号            －     －  
 業     種  

（最も売上高の
多い事業の業種
の 番 号 を 右 の
１．～19．の中か
ら１つだけ下の
太枠内にご記入
ください） 

 
１．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業  
２．繊維工業  
３．木材・木製品、家具・装備品製造業  
４．印刷・同関連業  
５．窯業・土石製品製造業  
６．化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業  
７．鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業  
８．生産用・業務用・電気・情報通信・輸送用機械器具製造業  
９．パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、なめし革・同製品・

毛皮、その他の製造業  
10．情報通信業  

   通信業、放送業、情報サービス業、インターネット  
   付随サービス業、映像・音声・文字情報制作業  
11．運輸業  

 
12．総合工事業  
13．職別工事業（設備工事業を除く）  
14．設備工事業  
15．卸売業  
16．小売業  
17．対事業所サ－ビス業  

物品賃貸業、専門サービス業、広告業、

技術サービス業、廃棄物処理業､ 

職業紹介･労働者派遣業､ 

その他の事業サービス業等  
18．対個人サービス業  
19．その他 

（具体的に：         ）

設問１）現在の従業員数についてお答えください。  

 ① 令和２年７月１日現在の形態別の従業員数（役員を除く）を男女別に太枠内にご記入ください。また、従業員のう

ち常用労働者数をご記入ください。「前年比」の欄は、昨年と比べて「増加した＝増」「変わらない＝不変」「減少

した＝減」のいずれかに○印を付けてください。  

 
正 社 員  パートタイマー 派  遣  嘱託・契約社員 その他  合 計   

 

 
常用労働者数

男 性  人  人  人  人 人 人 男 性           人

前年比 増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減 増・不変・減 増・不変・減 前年比 増・不変・減

女 性  人  人  人  人 人 人 女 性           人

前年比 増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減 増・不変・減 増・不変・減 前年比 増・不変・減

〔注〕(1)「パートタイマー」とは、１日の所定労働時間が貴事業所の一般労働者より短い者、または１日の所定労働時間は同じでも１
週の所定労働日数が少ない者です。    

(2)「常用労働者」とは、貴事業所が直接雇用する従業員のうち、次のいずれかに該当する者です。なお、パートタイマーであ
っても、下記の①②に該当する場合は常用労働者に含みます。 
① 期間を決めずに雇われている者、または１ヵ月を超える期間を決めて雇われている者 
② 日々または１ヵ月以内の期限を限って雇われている者のうち、５月、６月にそれぞれ１８日以上雇われた者 
③ 事業主の家族で、貴事業所にて働いている者のうち、常時勤務して毎月給与が支払われている者 

(3)「その他」にはアルバイト等、他の項目に当てはまらない形態の人数を記入してください。 

 記入についてのお願い   

◇秘密の厳守   調査票にご記入くださいました事項については、企業と個人の情報の秘密を厳守し、統計以外

の目的に用いることはいたしませんので、ありのままをご記入ください。また、記入担当者名

などの個人情報につきましては、本調査に係る問合せ以外には使用いたしません。  
◇ご記入方法   質問ごとの指示により該当欄に数字等をご記入いただくか、該当する項目の番号に○をつけて

ください。（７月１日現在でご記入ください。）  
◇お問合せ先   調査票のご記入に当たっての不明な点など、調査に関しますお問合せは、下記までお願いいた

します。調査票は７月２０日までにご返送ください。  
 

 

 

 

 

 

㊙ 

（
う
ち
常
用
労
働
者
）

２２ 

富山県中小企業団体中央会 流通・労働支援課 

〒930-0083 富山市総曲輪２－１－３ 富山商工会議所ビル ６階

電話 076-424-3686 FAX 076-422-0835 



設問２）経営についてお答えください。 
 ① 現在の経営状況は１年前と比べていかがですか。（１つだけに〇）  
 
 １．良 い ２．変わらない ３．悪 い  
 
 ② 現在行っている主要な事業について、今後どのようにしていくお考えですか。（１つだけに〇）  
 
 １．強化拡大 ２．現状維持 ３．縮 小 ４．廃 止 ５．その他（          ） 
 
 ③ 現在、経営上どのようなことが障害となっていますか。（３つ以内に〇）  
 
 １．労働力不足（量の不足） ２．人材不足（質の不足） ３．労働力の過剰  
 ４．人件費の増大 ５．販売不振・受注の減少 ６．製品開発力・販売力の不足  
 ７．同業他社との競争激化 ８．原材料・仕入品の高騰 ９．製品価格（販売価格）の下落  
 10．納期・単価等の取引条件の厳しさ 11．金融・資金繰り難 12．環境規制の強化  
 
 ④ 経営上の強みはどのようなところにありますか。（３つ以内に〇）  
 
 １．製品・サービスの独自性 ２．技術力・製品開発力 ３．生産技術・生産管理能力  
 ４．営業力・マーケティング力 ５．製品・サービスの企画力・提案力 ６．製品の品質・精度の高さ  
 ７．顧客への納品・サービスの速さ ８．企業・製品のブランド力 ９．財務体質の強さ・資金調達力  
 10．優秀な仕入先・外注先 11．商品・サービスの質の高さ 12．組織の機動力・柔軟性  
 

設問３）従業員の労働時間についてお答えください。  

 ① 従業員（パートタイマーなど短時間労働者を除く）の週所定労働時間は何時間ですか（残業時間、休憩時間は除く）。

職種や部門によって異なる場合は、最も多くの従業員に適用されている時間をお答えください。（１つだけに〇）  
 
 １．38 時間以下 ２．38 時間超 40 時間未満 ３．40 時間 ４．40 時間超 44 時間以下  
 
〔注〕(1) 現在、労働基準法で 40 時間超 44 時間以下が認められているのは、10 人未満の商業･サービス業等の特例事業所のみです。 

(2) 「所定労働時間」とは、就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を差し引いた時間です。 

② 令和元年の従業員１人当たりの月平均残業時間（時間外労働・休日労働）をご記入ください。（小数点以下四捨五入） 

 
  従業員１人当たり 月平均残業時間 １．       時間   ２．な し  
 
 
設問４）従業員の有給休暇についてお答えください。  

 ① 令和元年の従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数・取得日数をご記入ください。（付与日数は前年からの

繰越分を除く。小数点以下、四捨五入）  

   従業員１人当たり 平均付与日数          日 従業員１人当たり 平均取得日数       日  

   （当年付与分のみ。前年からの繰越分は除く） 

 

設問５）新規学卒者の採用についてお答えください。  

 ① 令和２年３月新規学卒者の採用または採用の計画がありましたか。（どちらかに○）  

１．あった    ２．なかった    

   ↓※ １．に○をした事業所は①－１の質問にお答えください。 

①－１令和２年３月新規学卒者（採用及び採用予定）についてご記入ください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 卒
 

 

採用を予定して 

いた人数  

実 際 に 採 用 し

た人数  

１人当たり平均初任給額  

（令和２年６月支給額）  

学 卒

 

採用を予定して

いた人数 

実際に採用した 

人数 

１人当たり平均初任給額  

（令和２年６月支給額）  

高
校
卒 

技術系   

人  

 

人  

    

，  

 

円

(

含
高
専)

 

短
大
卒 

技術系

人

 

人  

    

，

 

円

事務系   

人  

 

人  

    

，  

 

円

事務系

人

 

人  

    

，

 

円

専
門
学
校
卒 

技術系   

人  

 

人  

    

，  

 

円 大
学
卒 

技術系

人

 

人  

    

，

 

円

事務系   

人  

 

人  

    

，  

 

円

事務系

人

 

人  

    

，

 

円

〔注〕(1) 令和２年６月の１ヵ月間に支給した１人当たり平均初任給額は通勤手当を除いた所定内賃金総額（税込額）をご記入ください。 

   (2) 専門学校卒は、高校卒業を入学の資格とした専修学校専門課程（２年制以上）を卒業した者を対象としてください。 

   (3) 技術系として採用した者以外はすべて事務系にご記入ください。 

 



② 令和３年３月の新規学卒者の採用計画はありますか。（１つだけに○）  

１．あ る    ２．な い    ３．未 定   

   ↓※１．に○をした事業所は②－１の質問にお答えください。  

②－１ 学卒ごとの採用予定人数をご記入ください。  

 

１．高校卒     人 ２．専門学校卒     人 ３．短大卒（含高専）     人 ４．大学卒     人  

 

設問６）高年齢者の雇用についてお答え下さい。 

 ① 60 歳以上の高年齢者を雇用していますか。（どちらかに〇） 

 

   ↓※ １．に○をした事業所は②、③の質問にお答えください。 

② 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」により高年齢者雇用措置（定年を 65 歳まで引き上げる、継続雇用制 

度の導入といった対応）が義務付けられていますが、貴事業所ではどの措置を講じましたか。（１つだけに〇） 

 

 

 

③ 高年齢者の労働条件は、60 歳前と比べてどのようになりましたか。（それぞれ１～３の中で１つだけに○） 

賃 金 役 職 仕事の内容 １日の労働時間 週の労働日数 

一
律
に

下
が
る

変
わ
ら

な

い

個
人
に

よ

る

変
わ
る

変
わ
ら

な

い

個
人
に

よ

る

変
わ
る

変
わ
ら

な

い

個
人
に

よ

る

少
な
く

な

る

変
わ
ら

な

い

個
人
に

よ

る

少
な
く

な

る

変
わ
ら

な

い

個
人
に

よ

る

１ ２ ３ １ ２ ３ １ ２ ３ １ ２ ３ １ ２ ３ 

  

④  令和３年４月１日施行予定の「改正高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」では、事業主に対して、高年  

齢者の７０歳までの就業機会確保措置を講じる努力義務が設けられます (以下：「高年齢者就業確保措置」 

といいます。 )。貴事業所では高年齢者就業確保措置の新設を把握していましたか。（どちらかに〇）  

 

 

  ↓※ １．に○をした事業所は⑤の質問にお答えください。 

 ⑤ 高年齢者就業確保措置のために、貴事業所ではどのような措置を講じる予定ですか。（該当するすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

設問７）新型コロナウイルス感染拡大による影響についてお答え下さい。 

① 新型コロナウイルス感染拡大による貴事業所の経営への影響についてお答えください。（該当するすべてに○） 

 

 

 

 

② 新型コロナウイルス感染拡大による貴事業所の従業員等の雇用環境の変化について、お答えください。（該当す

るすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

③ 新型コロナウイルス感染拡大への対策として、貴事業所で実施した従業員の労働環境の整備について、お答えく

ださい。（該当するすべてに○） 

 

 

  

１．雇用している  ２．雇用していない 

１．定年の定めを廃止した   ２．定年を６５歳以上に引き上げた   ３．再雇用など継続雇用制度を導入した

１．把握している  ２．把握していなかった 

１．７０歳までの定年引上げ    ２．７０歳までの継続雇用制度の導入(他事業主による場合を含む) 

３．定年の廃止     ４．７０歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入 

５．７０歳まで継続的に事業主が実施する社会貢献に従事できる制度の導入 

６．７０歳まで継続的に事業主が委託・出資等する団体が行う社会貢献事業に従事できる制度の導入 

７．努力義務であるので特に措置を講じる予定はない ８．今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい 

１．休職・教育訓練をしてもらった従業員がいる   ２．労働日数を減らした従業員がいる 
３．子の学校等休校のため休んだ又は遅刻・早退をした従業員がいる 
４．事業休止・縮小により解雇した又は雇止めした従業員がいる   ５．採用した従業員の入社日を遅らせた 
６．採用予定者の内定を取り消した   ７．従業員を採用した   ８．賃金(賞与)を削減した 
９．賃金（賞与）を引き上げた     10．特に変化はない    11．その他(              )

１．テレワークの導入   ２．時差出勤の導入    ３．時短勤務の導入  ４．臨時手当等の支給 
５．就業規則の見直し   ６．特に整備していない  ７．その他(          ) 

１．労働力の不足   ２．労働力の過剰   ３．資材・部品・商品等の調達・仕入難   ４．売上高の減少 
５．取引先・顧客からの受注減少   ６．営業活動等の縮小  ７．運転資金等の資金繰り難  ８．休業の実施 
９．受注や売上高が増加した     10.特に影響はない    11．その他（                ） 



④ 新型コロナウイルス感染拡大により、貴事業所が従業員の雇用維持等のために活用(申請)した助成金について 

お答えください。（該当するすべてに○） 

 

 

 

※ 特別定額給付金等の従業員個人へ給付されるものについては、除いてご回答ください。 

 

設問８）賃金改定についてお答えください。  
 ① 令和２年１月１日から令和２年７月１日までの間にどのような賃金改定を実施しましたか。（１つだけに〇）  

 

１．引上げた ２．引下げた ３．今年は実施しない（凍結）  

４．７月以降引上げる予定 ５．７月以降引下げる予定  ６．未 定  

  ※ １．～３．に○をした事業所は下記の①－１の質問にお答えください。  

      ↓  

 ①－１ 賃金改定（引上げ・引下げ・凍結）を実施した対象者の総数と従業員１人当たり平均の改定前・改定後所定内

賃金（通勤手当を除く）及び平均引上げ・引下げ額をご記入ください。ご記入の際は下記の〔注〕をご参照くだ

さい。なお、プラス・マイナスの記号は不要です。  

対象者総数 

従 業 員 １ 人 当 た り（月額）  

改定前の平均所定内賃金

（Ａ） 

改定後の平均所定内賃金

（Ｂ） 

平均引上げ・引下げ額

（Ｃ）  

    

人  

  

 

  

 

 

，  

 

 

 

 

 

円  

 

 

  

 

  

 

 

，

 

 

 

 

 

円  

 

 

 

 

 

 

 

，  

 

 

 

 

 

円

〔注〕(1) 「改定前の平均所定内賃金（Ａ）」「改定後の平均所定内賃金（Ｂ）」「平均引上げ・引下げ額（Ｃ）」の関係は次のとお

りです。 
   ・「１．引上げた」事業所は、「平均引上げ・引下げ額（Ｃ）」はプラス額になります。 

   ・「２．引下げた」事業所は、「平均引上げ・引下げ額（Ｃ）」はマイナス額になります。 

      ・「３．今年は実施しない（凍結）」事業所は、(Ｂ)－(Ａ)が同額になりますので、｢平均引上げ・引下げ額（Ｃ）｣は｢０｣に 

なります。 

   (2) 対象者総数は、賃金改定対象者で、賃金の改定前、改定後とも在職している者です（１ページ目の設問１の「従業員数」

とは必ずしも一致しなくても結構です）。 
   (3) パートタイマー、アルバイト、役員、家族、嘱託、病欠者、休職者などは除いてください。 
   (4) 臨時給与により賃金改定した場合は、上記賃金に含める必要はありません。 
   (5) 「所定内賃金」については、下表を参考にしてください。 
 
 

 

 

 

 

 

 
 ※ ①において１．または４．に○をした事業所及び臨時給与を引上げた事業所は②、③の質問にお答えください。  

        ↓  

 ② 賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容についてお答えください。（該当するすべてに○） 

１．定期昇給 ２．ベースアップ ３．基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）  

４．諸手当の改定 ５．臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ  

〔注〕(1)「定期昇給」とは、あらかじめ定められた企業の制度に従って行われる昇給のことで、一定の時期に毎年増額することを 

いいます。また、毎年時期を定めて行っている場合は、能力、業績評価に基づく査定昇給なども含みます。 
   (2)「ベースアップ」とは、賃金表の改定により賃金水準を引上げることをいいます。 

 

 ③ 貴事業所では、今年の賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定の際に、どのような要素を重視しましたか。

（該当するすべてに○） 

１．企業の業績   ２．世間相場   ３．労働力の確保・定着  ４．物価の動向   ５．労使関係の安定  

６．親会社又は関連会社の改定の動向 ７．前年度の改定実績 ８．賃上げムード ９．消費税増税  

10．重視した要素はない 11．その他（                ）  
 

設問９）労働組合の有無についてお答えください。（どちらかに○） 

    １．あ る          ２．な い 

 

◎ お忙しいところご協力ありがとうございました。記入もれがないか再度お確かめのうえ、7 月 20 日までにご返送 

ください。 

所定内賃金  

（固定部分）基本給（年齢給、職能給、職務給、勤続給）、役付手当、 

      技能手当、特殊勤務手当、家族手当、住宅手当、食事手当など  定期給与  

現金給与総額
 

所定外賃金（超過勤務手当、休日出勤手当、宿直手当、深夜勤手当など）

臨時給与（夏季・年末賞与など）

（変動部分）精勤手当、生産手当、能率手当など  

賃金分類表  

１．雇用調整助成金  ２．働き方改革支援助成金  ３．小学校休業等対応助成金  ４．持続化給付金 
５．ものづくり補助金 ６．活用していない     ７．その他(               ) 






